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１ 人口の状況

１-２　大都市圏の人口移動量（令和３（2021）年）

注　：数字は転入者数と転出者数の差（人）を表す。
資料：�「住民基本台帳人口移動報告」（総務省）を基に国土交通省都

市局作成
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１-１　首都圏の将来推計人口の推移

注　：Ｈ７～Ｈ22は ｢人口推計｣、Ｈ27及びＲ２は「国勢調査」、Ｒ７～Ｒ27は「日本の地域別将来推計人口」による
資料：�｢人口推計｣（総務省）、「国勢調査」（不詳補完値による）（総務省）、「日本の地域別将来推計人口」（平成30（2018）年推計）（国立社会保

障・人口問題研究所）を基に国土交通省都市局作成
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１-３　業務核都市等の人口の状況

注　：�業務核都市に含まれる表中の市を対象とした。市の一部が業
務核都市に指定されている場合も、市全域のデータとした。

資料：「国勢調査」（総務省）を基に国土交通省都市局作成

（単位：人）
平成22年 平成27年 令和２年

全国 128,057,352 127,094,745 126,146,099
首都圏 43,467,160 43,829,961 44,463,415
東京都区部 8,945,695 9,272,740 9,733,276
業務核都市計注 12,917,638 13,101,789 13,333,673
　土浦市 143,839 140,804 142,074
　牛久市 81,684 84,317 84,651
　つくば市 214,590 226,963 241,656
　さいたま市 1,222,434 1,263,979 1,324,025
　川越市 342,670 350,745 354,571
　熊谷市 203,180 198,742 194,415
　春日部市 237,171 232,709 229,792
　深谷市 144,618 143,811 141,268
　上尾市 223,926 225,196 226,940
　越谷市 326,313 337,498 341,621
　鶴ヶ島市 69,990 70,255 70,117
　日高市 57,473 56,520 54,571
　伊奈町 42,494 44,442 44,841
　千葉市 961,749 971,882 974,951
　木更津市 129,312 134,141 136,166
　成田市 128,933 131,190 132,906
　習志野市 164,530 167,909 176,197
　柏市 404,012 413,954 426,468
　君津市 89,168 86,033 82,206
　印西市 88,176 92,670 102,609
　白井市 60,345 61,674 62,441
　富里市 51,087 49,636 49,735
　八王子市 580,053 577,513 579,355
　立川市 179,668 176,295 183,581
　青梅市 139,339 137,381 133,535
　町田市 426,987 432,348 431,079
　多摩市 147,648 146,631 146,951
　横浜市 3,688,773 3,724,844 3,777,491
　川崎市 1,425,512 1,475,213 1,538,262
　相模原市 717,544 720,780 725,493
　厚木市 224,420 225,714 223,705
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２ 住宅の供給状況

２-１　首都圏の利用関係別の新設住宅着工戸数の推移

注　：「持家」とは、建築主が自分で居住する目的で建築するものをいう。
　　　「貸家」とは、建築主が賃貸する目的で建築するものをいう。
　　　「給与住宅」とは、会社、官公署、学校等がその社員、職員、教員等を居住させる目的で建築するものをいう。
　　　「分譲住宅」とは、建売り又は分譲の目的で建築するものをいう。
資料：「住宅着工統計」（国土交通省）を基に国土交通省都市局作成
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２-２　首都圏の地域別の新設住宅着工戸数の推移

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）を基に国土交通省都市局作成
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３ 産業と教育の状況

３-１　全国・首都圏の事務所・店舗等の床面積の推移

資料：「固定資産の価格等の概要調書」（総務省）を基に国土交通省都市局作成
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３-２　全国・首都圏の事務所着工床面積の推移

注　：折れ線グラフは、それぞれ対全国比を表す。
資料：「建築統計年報」（国土交通省）を基に国土交通省都市局作成

0

10

20

30

50

70

60

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H1
（1989）

H5
（1993）

H3
（1991）

H7
（1995）

H9
（1997）

H11
（1999）

H13
（2001）

H15
（2003）

H17
（2005）

H19
（2007）

H21
（2009）

H23
（2011）

H25
（2013）

（％）

（年）

（万m2）

首都圏 48.6％

東京圏 42.8％

東京都 34.6％

40

H29
（2017）

R3
（2021）

R1
（2019）

H27
（2015）

東京都 近隣３県 周辺４県 首都圏を除く全国
首都圏　対全国比 東京圏　対全国比 東京都　対全国比

３-３　首都圏の製造業の対全国シェアの推移

注１：従業者４人以上の事業所が対象
注２：従業者数及び事業所数は平成28（2016）年以降、各年６月１日時点の数値を基に作成
資料：「工業統計表」（経済産業省）を基に国土交通省都市局作成
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３-４　首都圏の大学・短期大学・大学院学生数の対全国シェアの推移（各年５月１日時点）

注　：地域区分は、在籍する学部、研究科、学科等の所在地による。
資料：「学校基本調査報告書」（文部科学省）を基に国土交通省都市局作成
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３-５　首都圏の大学への入学者数とその出身者別内訳とシェアの推移

注　：入学者数については、表示単位未満の四捨五入により、計と内訳が一致しない場合がある。
資料：「学校基本調査報告書」（文部科学省）を基に国土交通省都市局作成
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４ 環境の状況

４-１　全国・首都圏の都市公園の面積の推移

注　：各年度３月31日時点の数値
資料：国土交通省都市局作成
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４-２　首都圏の緑地保全関連制度の指定状況

注　：各種制度は、都市緑地法、首都圏近郊緑地保全法、古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法による。
　　　特別緑地保全地区には近郊緑地特別保全地区を含まない。
資料：国土交通省都市局作成

（年度）
S61 H５ H12 H19 H26 R2

地区数 面積（ha）地区数 面積（ha）地区数 面積（ha）地区数 面積（ha）地区数 面積（ha）地区数 面積（ha）

特別緑地保全地区 22 143 47 281 69 358 149 603 263 983 398 1,308 
近郊緑地保全区域 18 15,693 18 15,693 18 15,693 19 15,861 19 15,861 19 15,861 
近郊緑地特別保全地区 8 653 8 655 9 758 9 759 13 1,049 13 1,056 
歴史的風土保存区域 5 956 5 956 5 989 5 989 5 989 5 989 
歴史的風土特別保存地区 9 266 13 571 13 571 13 574 13 574 13 574 

４～７ヶ年
８ヶ年以上

０ヶ年

２～３ヶ年
１ヶ年

最近30ヶ年で渇水による影響
の発生した状況

注　：平成３（1991）年から令和２（2020）年の間で、上水道について減断水のあった年数を図示したものである。
資料：「令和３年版日本の水資源の現況」（国土交通省）

４-３　全国の最近30ヶ年で渇水による影響の発生した状況
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５ 交通の状況

５-１　東京圏における主要31区間の平均混雑率等の推移

資料：国土交通省
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５-２　東京圏における主要区間の混雑率（令和２（2020）年度）

注１：混雑率は最混雑時間帯１時間の平均
注２：主要区間は国土交通省において継続的に混雑率の統計をとっている区間等
資料：国土交通省

事業者名 線　　　名 区　　　　間 時間帯 編成・本数 
（両・本）

輸送力 
（人）

輸送人員 
（人）

混雑率 
（％）

東 武
伊 勢 崎 小 菅 → 北 千 住 7：30～8：30 8.1 × 38 41,798 43,527 104
東 上 北 池 袋 → 池 袋 7：40～8：40 10 × 24 33,120 31,035 94

西 武
池 袋 椎 名 町 → 池 袋 7：27～8：27 9 × 25 31,464 34,340 109
新 宿 下 落 合 → 高 田 馬 場 7：24～8：24 9.2 × 25 32,020 36,075 113

京 成
押 上 京 成 曳 舟 → 押 上 7：40～8：40 8 × 23 22,264 20,327 91
本 線 大 神 宮 下 → 京 成 船 橋 7：20～8：20 7 × 17 14,520 14,142 97

京 王
京 王 下 高 井 戸 → 明 大 前 7：40～8：40 10 × 27 37,520 42,143 112
井 の 頭 池 ノ 上 → 駒場東大前 7：45～8：45 5 × 28 19,600 19,440 99

小 田 急 小 田 原 世田谷代田 → 下 北 沢 7：27～8：27 9.9 × 36 49,646 58,765 118

東 急
東 横 祐 天 寺 → 中 目 黒 7：50～8：50 8.8 × 24 31,650 38,853 123
田 園 都 市 池 尻 大 橋 → 渋 谷 7：50～8：50 10 × 27 40,338 50,990 126

京 急 本 線 戸 部 → 横 浜 7：30～8：30 9.5 × 27 32,000 29,201 91

東 京 都
浅 草 本所吾妻橋 → 浅 草 7：30～8：30 8 × 24 23,040 23,083 100
三 田 西 巣 鴨 → 巣 鴨 7：40～8：40 6 × 20 16,800 21,726 129
新 宿 西 大 島 → 住 吉 7：40～8：40 9.9 × 17 23,520 27,656 118

東京地下鉄

日 比 谷 三 ノ 輪 → 入 谷 7：50～8：50 7 × 27 27,945 30,679 110
銀 座 赤 坂 見 附 → 溜 池 山 王 8：00～9：00 6 × 30 18,300 17,915 98
丸 ノ 内 新 大 塚 → 茗 荷 谷 8：00～9：00 6 × 31 24,552 24,893 101
東 西 木 場 → 門 前 仲 町 7：50～8：50 10 × 27 38,448 47,189 123
有 楽 町 東 池 袋 → 護 国 寺 7：45～8：45 10 × 24 34,176 37,419 109
千 代 田 町 屋 → 西 日 暮 里 7：45～8：45 10 × 29 44,022 52,078 118
半 蔵 門 渋 谷 → 表 参 道 8：00～9：00 10 × 27 38,448 42,491 111

JR東 日 本

東 海 道 川 崎 → 品 川 7：39～8：39 13 × 19 35,036 35,930 103
横 須 賀 武 蔵 小 杉 → 西 大 井 7：26～8：26 13 × 11 20,504 23,980 117
中 央（快 速） 中 野 → 新 宿 7：41～8：41 10 × 30 44,400 51,380 116
中 央（緩 行） 代 々 木 → 千 駄 ヶ 谷 8：01～9：01 10 × 23 34,040 20,570 60
京 浜 東 北 川 口 → 赤 羽 7：20～8：20 10 × 25 37,000 43,770 118
常 磐（快 速） 松 戸 → 北 千 住 7：18～8：18 14.2 × 19 38,852 35,540 91
常 磐（緩 行） 亀 有 → 綾 瀬 7：19～8：19 10 × 23 32,200 30,080 93
総 武（快 速） 新 小 岩 → 錦 糸 町 7：34～8：34 13 × 19 35,416 37,100 105
総 武（緩 行） 錦 糸 町 → 両 国 7：34～8：34 10 × 26 38,480 42,870 111

31区間の平均混雑率 107
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５-４　首都圏の外貿コンテナ取扱貨物量と三大湾のシェア

注１：�東京湾とは千葉港、東京港、横浜港、川崎港、横須賀港の、大阪湾とは大阪港、堺泉北港、神戸港の、伊勢湾とは名古屋港、三河港、
四日市港のそれぞれの取扱貨物量の合計を指す。

注２：内訳の合計が100％とならないのは、数値の四捨五入の関係による。
資料：「港湾統計（年報）」（国土交通省）を基に国土交通省都市局作成
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５-３　首都圏の空港の国際線利用状況と三大都市圏のシェア

注　：首都圏とは成田国際空港及び東京国際空港の合計、中部圏とは中部国際空港及び名古屋空港、近畿圏とは関西国際空港の乗降客数を指す。
資料：「空港管理状況調書」（国土交通省）を基に国土交通省都市局作成

26.026.0

31.231.2 31.531.5 32.532.5 33.033.0
30.930.9 30.930.9 32.732.7 31.531.5

34.834.8 36.036.0
38.238.2

41.941.9 45.745.7

48.6
52.1

48.9

1.4

7.6 8.3 9.6 9.6 9.7 9.4 8.3 8.2 8.2

7.6 7.2 6.7

6.46.4 6.26.2 5.95.9 6.16.1 6.76.7
1.2

20.7 21.5 21.0 20.2 19.7 19.5 19.0 19.2 19.3 19.6 19.8 20.4 22.5 22.7

23.423.4

22.822.8

23.723.7 12.3

63.0 60.2 59.4 59.8 60.1 61.0 62.0 61.2 61.3 60.6 59.9 58.3 54.9 54.4 52.1 52.0

52.8

85.5

0

20

40

60

100

80

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H15
（2003）

（％）

（年度）

（百万人）

首都圏　国際線乗降客数（百万人）
近畿圏　全国シェア（％）

首都圏　全国シェア（％）
中部圏　全国シェア（％）

R2
（2020）

R1
（2019）

H30
（2018）

H29
（2017）

H28
（2016）

H27
（2015）

H26
（2014）

H25
（2013）

H24
（2012）

H23
（2011）

H22
（2010）

H21
（2009）

H20
（2008）

H19
（2007）

H18
（2006）

H17
（2005）

H16
（2004）

130

資料編　首都圏整備に関する各種データ


	令和３年度首都圏整備に関する年次報告（本文）_web0603.pdfから挿入したしおり
	目次
	第１章　首都圏をめぐる最近の動向～首都圏における脱炭素社会の実現に向けた取組～
	はじめに
	第１節　首都圏における環境分野の現状

	１．地球温暖化を踏まえたカーボンニュートラルに向けた動向
	２．再生可能エネルギーの導入拡大
	３．エネルギー消費量の状況等

	第２節　地球温暖化に対応する首都圏の取組
	１．テレワーク拡大を生かした環境負荷低減

	（１）自動車通勤の減少によるCO2削減
	（２）テレワークの拡大を踏まえたオフィスビルの運用
	〔事例分析〕Nearly ZEBの運用（埼玉県）

	２．エネルギーの面的利用の高度化
	〔事例分析〕大手町・丸の内・有楽町地区（東京都）
	〔事例分析〕日本橋室町地区（東京都）

	３．まちづくりや土地利用による脱炭素化
	（１）都市のコンパクト化による脱炭素まちづくり
	〔事例分析〕小山市（栃木県）
	〔事例分析〕宇都宮市（栃木県）
	（２）モビリティやオープンスペースを活用した再生可能エネルギーの地産地消
	〔事例分析〕小田原市（神奈川県）
	（３）緑地の創出によるヒートアイランド対策やCO2吸収源の確保
	〔事例分析〕歩行者空間や駐車スペース等の緑化（東京都、神奈川県）



	第２章　首都圏整備の状況
	第１節　人口・居住環境・産業機能の状況
	１．人口の状況
	（１）首都圏の人口推移
	（２）首都圏の年齢別構成
	（３）首都圏の一般世帯数

	２．居住環境の状況
	（１）住宅供給の状況
	（２）居住環境の整備
	（３）再開発等の推進

	３．産業機能の状況
	（１）首都圏の経済状況
	（２）首都圏のビジネス環境等
	（３）首都圏における各産業の動向

	４．女性・高齢者等の社会への参加可能性を開花させる環境づくり
	（１）女性の活躍の促進
	（２）高齢者参画社会の構築、障害者の活躍促進及びユニバーサル社会の実現


	第２節　確固たる安全、安心の実現に向けた基礎的防災力の強化
	１．巨大地震対策
	（１）防災体制の構築
	（２）防災拠点に関する取組状況
	（３）密集市街地の現状及び整備状況
	（４）避難行動支援に関する取組状況

	２．治山・治水事業等による水害対策等
	（１）治山事業
	（２）治水事業


	第３節　面的な対流を創出する社会システムの質の向上
	１．社会資本の整備
	（１）陸上輸送体系の整備
	（２）情報通信体系の整備
	（４）下水道・廃棄物処理体系の整備
	（５）インフラ老朽化対策

	２．農山漁村の活性化

	第４節　国際競争力の強化
	１．国際的な港湾・空港機能の強化等
	（１）航空輸送体系の整備
	（２）海上輸送体系の整備

	２．スーパー・メガリージョンの形成
	（１）リニア中央新幹線の整備
	（２）ナレッジ・リンクの形成

	３．洗練された首都圏の構築
	（１）広域的な観光振興に関する状況
	（２）オリンピック・パラリンピックに向けた取組

	４．都市再生施策等の進捗状況
	（１）都市再生緊急整備地域の指定等
	（２）ウォーカブルなまちづくりによる都市再生
	（３）国家戦略特区の取組
	（４）スマートシティの推進


	第５節　環境との共生
	１．自然環境の保全・整備
	（１）自然環境の保全・再生
	（２）緑地の保全・創出
	（３）水環境・水循環の保全・回復

	２．環境負荷の低減
	（１）官民による地球温暖化対策
	（２）グリーン社会の実現に向けた取組


	第６節　首都圏整備の推進
	１．首都圏整備制度
	（１）首都圏整備計画
	（２）政策区域等に基づく諸施策の推進
	（３）業務核都市の整備
	（４）工業団地造成事業や工場移転等の推進
	（５）近郊緑地保全制度

	２．国土形成計画
	３．東京一極集中の是正と東京圏の位置付け
	（１）東京一極集中の状況
	（２）東京一極集中の是正に向けた取組
	（３）魅力ある地方の創生

	４．大深度地下の適正かつ合理的な利用の推進
	５．筑波研究学園都市の整備
	６．国会等の移転に関する検討
	７．国の行政機関等の移転


	資料編　首都圏整備に関する各種データ


